
 
 

 

 

 

 

 

 

 

調査世帯の皆様へ 
総務省統計局統計調査部消費統計課長 阿向 泰二郎 

 

○調査世帯の皆様には、日々お忙しい中、先月から家計消費状況調査にご回答いただき、ありがと

うございます。厚く御礼申し上げます。 

○家計消費状況調査は、日本の景気の動向を把握する際や、経済政策に利用されているほか、地方

自治体や民間の経済活動でも活用されている、大変重要な統計調査です。 

○世帯の皆様には、長い調査期間でご負担をおかけしますが、調査へのご理解に感謝を申し上げま

すとともに、これからも引き続き調査にご回答いただきますよう、お願い申し上げます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 家計消費状況調査や家計調査などの調査結果を基に、政府は日本全体の個人消費の動向を把握し、

景気判断などを行っています。 

 このように、皆様の調査票一つ一つの結果が、日本の経済状況を把握するための大切なデータと
なっています。 
 

 

 

家計消費状況調査は「統計法」という法律に基づいて行われる「一般統計調査」です。この法律には、調

査に携わる者の守秘義務、調査票情報の適正な管理などが規定されています。これを踏まえ、皆様に提出い

ただく調査票は、統計の作成後、溶解処分するなど、秘密の保護には万全を期しています。 
 

 

調査票 

〒162-8668 東京都新宿区若松町 19 番 1 号 電話(03)5273-1011(直通) 

2017（平成 29）年 

４月発行 

 
 

家計消費状況調査通信 

調査結果は、日本の景気の動向を把握する重要な基礎資料として利用されています 

政府の公式な景気判断  

「個人消費は、持ち直しの動きが続いているものの、このところ足踏みがみられる。」 

（出典：内閣府 月例経済報告（2017(平成 29)年２月）） 

 

個人情報の保護は万全です 

他の調査の集計結果（家計調査など） 

この調査による集計結果 

家計消費状況調査については、総務省統計局のホームページでも紹介しています。 
 

ＵＲＬ http://www.stat.go.jp/data/joukyou/index.htm 家計消費状況調査 検索 

2016(平成 28)年 10-12月期の日本の総支出（＝総生産[ＧＤＰ]）のうち 

家計の消費支出は、2016(平成 28)年７-９月期と同水準 
  

（出典：内閣府 四半期別ＧＤＰ２次速報（2016(平成 28)年 10-12 月期）実質、季節調整済） 



図 電子マネーを利用した１世帯当たり１か月間の 

平均利用金額の推移 

（二人以上の世帯,2008年～2016年） 

 

 

家計消費状況調査の結果からは、電子マネーの利用状況などが分かります。 

 二人以上の世帯について、電子マネーを利用した１世帯当たり１か月間の平均利用金額をみると、

2008年以降、毎年増加しており、2016年には17,318円となっています。 

電子マネーを１か月当たり１万円以上利用した世帯の割合をみると、2016年は23.7％となり、

2008年（6.0％）の約４倍となっています。 

 

 

 

 
 

 

 

 

○ 調査票Ｂの4ページにある購入金額には、インターネットを利用して商品・サービスを購入し

た際の金額を記入してください。 

また、「５1 贈答品」には、他の世帯に贈るために購入した品物の合計金額を記入してくださ

い。 

「自宅用 支出総額」には、「５2 食料品」～「７2 上記に当てはまらない商品・サービス」

の合計金額を記入してください。 

 

 

電子マネーの利用状況 
 

調査票に記入する際に、次の点についてもう一度確認をお願いいたします 
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